
別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

(第

(第

(施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

新規継続区分 継続

１ 総合計画体系

5 章） 快適な生活環境のまち

6 節） 下水道の整備

ソフト・ハード区分 ハード事業 会計区分 下水道特別会計 補助単独区分 補助及び単独

計画事
業番号

651 事務事業名 下水道（雨・汚水管）整備事業 担当部署 水道部　下水道課 電話 内線884

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 下水道法第３条、北広島市下水道条例

事務事業開始年度 昭和45年度

個別計画等 北広島市公共下水道事業計画、北広島市公共下水道基本計画〃  終了予定年度 平成32年度

1 下水道の整備と利用の促進

２ 対　　象 　汚水管、雨水管（市街化区域内における、宅地及び公共施設。）

３ 目的と内容
　市街地における浸水の防止、快適で衛生的な生活環境の確保及び公共用水域の水質保全を図るため、道路整
備に合わせた雨水管の整備、未普及地区の汚水管整備及び老朽化した施設の更新を行う。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

雨水：　雨水排水全体計画面積１，８４５haの内、これまで１，３１１haを施工済。

汚水：　汚水処理全体計画面積１，８４５haの内、これまで１，６２５haを施工済。

2
3
年
度

雨水：道路整備に合わせ大曲地区の整備を実施　口径250～500　　L=390m
汚水：西の里南地区外の整備を実施 　　　　　　　　口径200　          L=190m

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ※計画 ※計画 ※計画

前 年 度
２次評価

―

１ 次 評 価 現状継続

大曲地区雨水管整備
口径250～800　Ｌ＝535ｍ
西の里南地区汚水管整備
口径200　Ｌ＝505ｍ
大曲ポンプ場ポンプ更新

大曲地区雨水管整備
口径250～800　Ｌ＝379ｍ
西の里南地区外汚水管整備
口径200　Ｌ＝404ｍ
大曲緑ヶ丘地区汚水圧送管整
備
口径200　Ｌ＝443ｍ

大曲地区雨水管整備
口径250-500　Ｌ＝390ｍ
西の里南地区外汚水管整
備
口径200　Ｌ＝190ｍ
大曲緑ヶ丘地区汚水圧送管
整備
口径200　Ｌ＝50ｍ
大曲ポンプ場ポンプ更新

大曲地区雨水管整備
口径250-400　Ｌ＝230ｍ
輪厚工業団地連絡管整備
口径200　Ｌ＝620ｍ
大曲ポンプ場自動除塵機更
新

大曲地区雨水管整備
口径250-500　Ｌ＝270ｍ

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

―

　汚水管については、河川等公共用水域の水質保全や、快適で衛生的な生活環境の確
保を図るため未整備地区の解消に努める。また、雨水管については道路整備に合わせ
て今後も事業を継続していく。

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

決算額、当初予算額又は推進計画額 106,909 123,381 148,088 35,541

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

（単位：千円）

35,541

その他特財 22,473 0

0

道支出金

国支出金 21,131 35,150 55,000

地方債 63,305 88,231 93,088

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

一般財源

 ① 合　計 106,909 123,381 148,088 35,541

総事業費①＋④ 124,909 144,081 168,788 215,541

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

9,000

 ④ ＝②×③ 18,000 20,700 20,700 180,000

人　件　費

② 人　数（年間） 2.00 2.30 2.30 20.00

平成２４年度 平成２５年度

活
動
指
標

①
雨水管施工延長（累計）

目標値
km

239.5 239.8 240.0 240.3

297.5 297.5

実績値 296.7

実績値 239.4

④
汚水整備面積

目標値
ha

1626 1656 1687

74.6 74.7
雨水整備済面積/全体計画面

積
実績値 71.1

1687

実績値 1625

91.4 91.4
汚水整備済面積/全体計画面

積
実績値 88.1

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

雨水整備率 目標値
％

71.1 72.8

汚水整備率 目標値
％

88.1 89.8

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　雨水管は都市基盤整備に、汚水管は快適で衛生的な生活
環境づくりには欠くことのできない施設であり、市が計画的に
整備を進めていく必要がある。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3
　汚水の負担金の額については、区域ごとの事業費から設定
している。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　雨水施設は浸水防除を図るためであり、汚水施設は公共用
水域の水質保全を図るためであり、ともに快適で衛生的な生
活環境の確保という目的は適切である。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3 　現在の人員配置により、適切に対応している。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 ■　法律の義務付けあり □　法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□

■

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

②
汚水管施工延長（累計）

目標値
km

③
雨水整備面積

目標値
ha

1312 1344 1377 1379

実績値 1311

296.8 296.9



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

(第

(第

(施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

新規継続区分 継続

１ 総合計画体系

5 章） 快適な生活環境のまち

6 節） 下水道の整備

ソフト・ハード区分 ハード事業 会計区分 下水道特別会計 補助単独区分 補助及び単独

計画事
業番号

652 事務事業名 下水処理センター整備事業 担当部署 水道部　下水道課 電話 内線884

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 下水道法第３条

事務事業開始年度 昭和45年度

個別計画等 北広島市公共下水道事業計画〃  終了予定年度 平成32年度

1 下水道の整備と利用の促進

２ 対　　象 　下水道事業認可区域（市街化区域）内で発生する汚水　（家庭汚水・工場排水等）

３ 目的と内容

　市街地における快適で衛生的な生活環境を確保し、公共用水域の水質保全を図ため、老朽化した施設・機器の
更新を実施する。
　平成23年から生ごみ、平成25年からし尿・浄化槽汚泥を受け入れて集約混合処理を行うため、施設の増設を行
う。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　北広島市下水処理センターの汚水処理施設は、1系（S45～S53)、2系(S59～H7)と整備を進め、H13に3系1池の
機器設置が完了した。また、老朽施設についても、計画的に機器の更新を進めてきた。H17から沈砂池ポンプ棟の
増設を開始、H20年度に完了し、H22年度に生ゴミ受入処理施設の整備が終わり生ごみの受け入れを開始した。

2
3
年
度

　H25年度のし尿・浄化槽汚泥受入に向け施設の整備を行いまた、老朽化施設機器等の更新増強等を行う。

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ※計画 ※計画 ※計画

前 年 度
２次評価

―

１ 次 評 価 現状継続

管理棟の改修
バイオマス混合調整施設建設
消化タンク撹拌機更新
脱硫装置増設
中央監視制御装置機能増設
ガス・蒸気配管更新
場内道路改修
工事施工管理委託

管理棟の改修
バイオマス混合調整施設建設
消化タンク撹拌機更新
脱硫装置増設
中央監視制御装置機能増設
ガス・蒸気配管更新
場内道路改修
工事施工管理委託

消化タンク増設
バイオマス混合調整棟機械
ボイラー増設
管理棟の改修
ポンプ設備等更新
乾燥機ガスブースター更新
工事施工管理委託
機器更新実施設計委託
処理場施設長寿命化計画
(基礎調査)

消化タンク増設
バイオマス混合調整棟機械
ボイラー更新
動力制御盤の更新
ポンプ設備等更新
汚泥掻き寄せ機の更新
工事施工管理委託
機器更新実施設計委託
処理場施設長寿命化計画
(策定)

受変電室電気設備更新
1系水処理電気設備更新
動力制御盤更新
エンジンポンプ更新
工事施工管理委託
機器更新実施設計委託
場内修景施設実施設計委
託

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

―

　今後の人口増、開発事業等の動向を見ながら、施設規模の適正化を図りつつ増設を
し、老朽施設の改築更新を進め、処理センターの機能増強を図る。　し尿・浄化槽汚泥
等を受入し有効利用を図るため、今年度に引続きバイオマス混合調整施設の整備を行
う。

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

（単位：千円）

決算額、当初予算額又は推進計画額 869,592 473,668 491,812 525,559

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

268,909

その他特財 14,015 1,500 1,150 1,150

255,500

道支出金

国支出金 447,839 245,500 261,100

地方債 407,738 226,688 224,562

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

一般財源

 ① 合　計 869,592 473,688 486,812 525,559

総事業費①＋④ 890,292 494,388 507,512 546,259

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

9,000

 ④ ＝②×③ 20,700 20,700 20,700 20,700

人　件　費

② 人　数（年間） 2.30 2.30 2.30 2.30

23,781

平成２４年度 平成２５年度

活
動
指
標

①
整備済汚水処理能力

目標値
㎥

26,833 26,833 30,667

24,458 25,136

実績値 23,103

実績値 26,833

④ 目標値

91.1% 82.0%

流入汚水量/汚水処理能力 実績値 86.1%

実績値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

汚水処理能力整備率 目標値
％

88.6%

目標値

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　財政計画に従い施設整備を進めており、効率性としては適
切である。

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　下水処理センターは、家庭や工場からの排出汚水を適切に
処理する上で、最も重要な施設であることから、施設整備や機
器更新は市が計画的に進める必要がある。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 ■　法律の義務付けあり □　法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□

■

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

― ―

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　下水道は、環境保全のために最も基本的な社会資本であ
り、加えて汚泥の有効利用（緑農地還元）により、近年の循環
型社会の一翼を担っている。

②
流入汚水量（日最大）

目標値
㎥

③ 目標値

実績値



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

(第

(第

(施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

653 事務事業名 下水道管理システム整備事業 担当部署 水道部　下水道課 電話 内線884

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 下水道法第９条

事務事業開始年度 平成13年度

個別計画等〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

１ 総合計画体系

5 章） 快適な生活環境のまち

6 節） 下水道の整備

1

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 下水道特別会計 補助単独区分 単独

下水道の整備と利用の促進

２ 対　　象 　下水道台帳等のデータ

３ 目的と内容
　下水道事業の事務事業の効率化及び市民等へ管路情報を提供するため下水道管路等情報のデータ更新を実
施する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　委託により、新たに布設された下水道管等に関する情報を入力し、データ－ベースの更新を実施した。又、受益
者負担金情報も入力している。

2
3
年
度

　委託により、新たに布設された下水道管等に関する情報及び維持管理情報を入力し、データ－ベースの更新を
実施する。

下水道管路等情報の更新
及び維持管理情報機能の
増設

下水道管路等情報の更新
及び維持管理情報機能の
増設

下水道管路等情報の更
新

下水道管路等情報の更
新

下水道管路等情報の更
新

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ※計画 ※計画 ※計画

前 年 度
２次評価

― ―
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続
　下水道事業事務の効率化、円滑化ひいてはコストの節減を図る観点から必要であり、
現状のまま継続する。今後、修繕履歴、個別排水平面図情報を入力する等更にこのシ
ステムの充実を図る。

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

（単位：千円）

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 3,518 2,415 2,415 2,415

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債

その他特財 0

一般財源 3,518 2,415 2,415 2,415

 ① 合　計 3,518 2,415 2,415 2,415

9,000

 ④ ＝②×③ 90 90 90 90

人　件　費

② 人　数（年間） 0.01 0.01 0.01 0.01

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

総事業費①＋④ 3,608 2,505 2,505 2,505

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

②
下水道の総延長　675.5km

目標値

平成２４年度 平成２５年度

活
動
指
標

①
入力された下水道の延長

目標値
km

536.3 536.7 537.5 537.8

実績値

実績値 536.1

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

79.6 79.6

入力された延長/総延長 実績値 79.4成
果
指
標

下水道管の入力達成率 目標値
％

79.4 79.5

目標値

実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　行政が関与しなければならない事業であり、公益性の度合
いが高い。

実績値

目標値

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

― 　該当なし

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　目標の達成度は高く、目的達成のための手段は有効であ
る。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3 　投入した予算に見合った効果がある。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 ■　法律の義務付けあり □　法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

(第

(第

(施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

654 事務事業名 下水道管渠更生事業 担当部署 水道部　下水道課 電話 内線884

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 下水道法第３条

事務事業開始年度 昭和６３年度

個別計画等〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

１ 総合計画体系

5 章） 快適な生活環境のまち

6 節） 下水道の整備

1

ソフト・ハード区分 ハード事業 会計区分 下水道特別会計 補助単独区分 単独

下水道の整備と利用の促進

２ 対　　象 　施工後15年以上経過した下水道管のうち浸水の可能性が高い鉄筋コンクリート管

３ 目的と内容
　マンホールや管渠破損による道路陥没等の防止及び浸入水の防止による下水処理センターへの負荷軽減を図
るため、調査に基づき計画的な補修を実施する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　対象施設のうち、60.1kmの調査を実施し、軽微な損傷を含め4,371箇所の損傷箇所が確認された。そのうち補修
が必要と思われる箇所が2,085箇所あり、現在まで1,706箇所を補修し、未補修箇所は379箇所となっている。

2
3
年
度

　下水道管渠調査1.0ｋｍ及び補修25箇所、マンホール補修20箇所実施予定。

下水道管調査　　Ｌ＝150
ｍ
下水道管補修　　15箇所
マンホール補修　50箇所

下水道管調査　Ｌ＝510ｍ

下水道管調査　　Ｌ＝
1,020ｍ
下水道管補修　　25箇所
マンホール補修　20箇所

下水道管調査　　Ｌ＝
350ｍ
下水道管補修　　30箇所
マンホール補修　50箇所

下水道管調査　　Ｌ＝
350ｍ
下水道管補修　　30箇所
マンホール補修　50箇所

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ※計画 ※計画 ※計画

前 年 度
２次評価

― ―
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続
　住民の日常生活に支障の無いように、下水処理センターや河川等吐口に接続してい
る下水道管の実態調査や補修をよりいっそう進め、適切な維持管理を行う。

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

（単位：千円）

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 8,332 14,812 15,500 18,500

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債

その他特財 0

一般財源 8,332 14,812 15,500 18,500

 ① 合　計 8,332 14,812 15,500 18,500

9,000

 ④ ＝②×③ 3,600 3,600 3,600 3,600

人　件　費

② 人　数（年間） 0.40 0.40 0.40 0.40

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

総事業費①＋④ 11,932 18,412 19,100 22,100

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

②
下水道管補修個所

目標値 箇
所

15 25

平成２４年度 平成２５年度

活
動
指
標

①
下水道管調査延長

目標値
ｍ

150 1,020 350 350

30 30

実績値 0

実績値 510

50

実績値 0

③
マンホール補修個所

目標値 箇
所

50 20 50

実績値

④ 目標値

実績値
成
果
指
標

目標値

目標値

実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　管渠内調査及びマンホール調査により異常個所を発見し、
改築補修を行う事業であり、市が実施すべきである。

実績値

目標値

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3
　維持管理に要する費用については、使用者負担の原則に従
い下水道使用料によって管理運営を進めているので妥当であ
る。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　管渠及びマンホールの破損による事故等の未然防止及び管
渠内への浸入水の防止対策として有効である。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3

　下水道施設を維持補修することにより耐用年数以上に施設
の延命化を図ることが可能である。また、管渠内調査及びﾏﾝ
ﾎｰﾙ調査を実施することにより管渠への浸入水防止により下
水処理ｾﾝﾀ－への負担の軽減や下水施設破損による事故防
止を図ることができる。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

(第

(第

(施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

前 年 度
２次評価

― ―
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続
　公共下水道の維持管理や環境保全の観点から必要な事業であり、現状のまま継続す
る。

２ 次 評 価

事業場排水水質検査　50
箇所
違反事業者に対する改善
指導

事業場排水水質検査　72
箇所
違反事業者に対する改善
指導

事業場排水水質検査
違反事業者に対する改
善指導

事業場排水水質検査
違反事業者に対する改
善指導

事業場排水水質検査
違反事業者に対する改
善指導

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ※計画 ※計画 ※計画

２ 対　　象 　特定事業場(水質汚濁防止法)及び下水道条例による除害施設設置義務を有する工場、事業場

３ 目的と内容 　下水道施設の機能低下の防止や環境保全を図るため、事業場などからの排水の水質検査等を実施する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　工場、事業場からの排水の水質検査を実施し、水質が基準を超えた場合には、基準内におさまるよう改善指導
を行なってきた。

2
3
年
度

　工場、事業場からの排水の水質検査を実施し、水質が基準を超えた場合には、基準内におさまるよう改善指導
を行なう。

新規継続区分 継続

１ 総合計画体系

5 章） 快適な生活環境のまち

6 節） 下水道の整備

1

ソフト・ハード区分 ハード事業 会計区分 下水道特別会計 補助単独区分 単独

下水道の整備と利用の促進

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 下水道法第１３条、水質汚濁防止法、北広島市下水道条例

事務事業開始年度 平成９年度

個別計画等〃  終了予定年度

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

655 事務事業名 事業場排水監視事業 担当部署 水道部　下水道課 電話 内線884



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 ■　法律の義務付けあり □　法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

― ―

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3 　目的を達成するための手段として有効である。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3 　投入した予算に見合った効果が得られている。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3 　行政が関与しなければならない指標であり、公益性がある。

実績値

目標値

27.8 27.8

調査事業所数/調査対象事業所数 実績値 41.4成
果
指
標

調査率 目標値
％

28.7 27.8

改善率 目標値
％

100 100 100 100

改善箇所数/改善必要箇所数 実績値 53.8

③
改善必要箇所数

目標値

実績値 21

④
改善箇所数

目標値

180 180 180

実績値 39

②
調査事業所

目標値
件

50 50

平成２４年度 平成２５年度

活
動
指
標

①
調査対象事業所数

目標値
件

50 50

実績値 72

実績値 174

総事業費①＋④ 2,717 2,811 2,811 2,811

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

9,000

 ④ ＝②×③ 1,530 1,530 1,530 1,530

人　件　費

② 人　数（年間） 0.17 0.17 0.17 0.17

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

0

一般財源 1,187 1,281 1,281 1,281

 ① 合　計 1,187 1,281 1,281 1,281

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 1,187 1,281 1,281 1,281

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債

その他特財

（単位：千円）

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
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